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第1章 郵 便

第1節 概 況

郵便事業にとって,昭 和51年 度は,経 済の低迷,51年1月 に行われた料金

改定の影響等により前年度に比べて郵便物数が減少するとい う厳 しい情勢の

中で推移 した年であった。一方郵政審議会に 「社会経済の動向に対応する郵

便事業のあり方」について諮問するなど,郵 便事業の今後の方向について改

めて検討を始めた年でもあった。

郵便物数の動向をみると,郵 便料金改定直後から対前年同月比で減少を示

していた内国引受郵便物数(平 常信)は,51年 度に入っても対前年同月比で

減少のまま推移 し,年 間では対前年度比8.5%の 減少を示 した。一方,51年

度の総引受郵便物数は,年 賀郵便物の減少が小さかったこともあ って,約

130億通(個)と 前年度に比べ7.8%の 減少となった。

事業財政についてみると,51年1月 に料金改定を行うとともに,経 費の節

減に努めたことにより,単 年度収支としては,4年 度ぶ りに赤字を回避す る

ことができた。

51年度の郵便業務運行は,春 闘及び年末期の闘争時を除いておおむね順調

に推移 した。

51年6月 「社会経済の動向に対応する郵便事業のあり方」について郵政審

議会に諮問がなされた。これは,郵 便事業をめ ぐる社会経済環境は大きく変

動しつつあり,将 来への的確な見通 しに基づいた郵便事業のあるべ き姿を改

めて検討する時期にきていると思われたので,例 えぽ,国 民に対するサービ
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スの確保と効率的かつ近代的な業務運営等の諸問題など,今 後の社会経済の

動向が郵便事業に与える影響と,こ れに対応する郵便事業のあり方 に つ い

て,総 合的な検討を求めたものである。これを受けて,郵 政審議会は1年 余

にわたって審議を重ね,52年7月20日 答申を行った。

49年6月,将 来における全通信体系の中での郵便の位置付け及びそのある

べ き姿について,総 合的な調査研究を行 うことを目的 として 「郵便の将来展

望に関する調査会」が設置され,50年 度には2年 間にわたる調査研究の結果

をまとめたが,51年 度においても引き続き郵便及び郵便事業についての基礎

的な調査研究を行った。

第2節 郵便の利用状況

1郵 便物数の動向

51年度の総引受郵便物数は130億2,289万 通(個)で 対前年度比7.8%の 減

少であった。

51年度の物数がこのように前年度に比べて減少 したのは,経 済の低迷に加

えて51年1月25日 実施の郵便料金の改定の影響に より,内 国通常郵便物がそ

の後1年 間対前年同月比で減少を続け,郵 便料金改定後2年 目の52年2月,

3月 は増加に転 じたものの,年 間では8.8%の 減少となったこと,及 び年賀

郵便物が4.2%の 減少となったことに よるものである。

これを種類別にみると,ま ず第一種郵便物は13.4%の 減少で,内 国通常郵

便物全体よりも若干減少幅が大 きくなっている。

第一種郵便物を更に定形と定形外とに分けてみると,定 形が12.4%の 減少

に対 し,定 形外は21.5%の 減少と,定 形外の減少割合が大きい結 果 とな っ

た。

第二種郵便物は,内 国通常郵便物全体のなかではその減少割合は小さく,

1。2%の 減少にとどまった。

第三種郵便物は,料 金改定前から減少傾向を示 していたが,9.6%の 減少
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とな った。

第四種郵便物については,農 産種 苗が27.2%の 減 少 とな ったが,他 の種類

はほぼ横ぽいで推移 し,第 四種郵便物全体 と しては4.7%の 減 少に とどまっ

た。

書留通常郵便物 は,9.9%の 減 少 とな ったが,そ の中で一般書留が15.8%

の 減少 であ るのに対 し,簡 易書留は5.2%の 増 加 とな っている。

また,普 通速達 通常郵便物は20.6%の 減 少 とな った。

次に,内 国小包郵便物は14.3%の 増 加 と近年 にな く高い伸びを示 したが,

これは書籍小包が大幅に増加 したことに よるもので,一 般小包は約3%の 増

加にと どまってい る。

年賀郵便物は4.2%の 減 少 とな った。

外国(差 立)郵 便物は,料 金 改定 の直後に もかかわ らず,3.7%の 増 加 と

順調な伸びを示 した。

2郵 便の利用構造

郵便物は,だ れか らだれに,ど のよ うな内容,目 的で利用 されているのだ

ろ うか。郵政省 では,48年9月 の第1回 調査に引 き続 き,51年9月 に第2回

目の 「郵便利用構i造調査」を実施 した。普通通常郵便物について,そ の利用

構造を48年 の調査結果 と比較 してみ ると,次 の とお りである。

(1)私 人 ・事業所間交流状況

普通通常郵便物の差出人,受 取人をそれぞれ私人 と事業所 とに分けて,そ

の交流状況 をみ ると,第2-1-2表 の とお りとな っている。事業所か ら差 し

出 され る郵 便物が全体の約80%,私 人 か ら差 し出 され る郵便物が約20%と い

う基本的な利用構造は変化 していない。 しか し,差 出人 と受取人 とを組み合

わせてみ ると,事 業所か ら私人にあてられ る郵便物が39.4%か ら43.9%に 増

加 し,事 業所か ら事業所に あて られる ものが41.1%か ら36,2%に 減 少 した。

その結果私人受取 りの郵便物が56.5%か ら61.0%に 増 加 した。
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第2-1-1表51年 度総引受郵便物数

(単位:千 通(個))
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(2)産 業別交流状況

産業別の差出割合をみると,第2-1-3図 のとお りとなっている。卸小売

業が21.7%と 最も多い。48年 に第二位であった印刷出版業が第四位に後退

し,か わ りに金融保険業とサービス業がそれぞれ第二位と第三位を占めてい

る。また,48年 に第七位であった公務がかな りの増加を示 し,第 五位となっ

た。以上の第五位までの産業が差し出す郵便物が全体の6割 近 くを占めてい

る。

各産業から差 し出される郵便物のあて先をみると,各 産業とも平均して私

人あてが50%程 度を占めているが,農 林水産業,建 設業,そ の他 の製 造 業

(印刷出版業を除いた製造業をい う。以下同 じ)の3業 種はその割合が低く

なっている。48年 に比べると,鉱 業 と印刷出版業を除き,す べての産業で私

第2-1-3図 通常郵便物の差出人産業別構成
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人 あての割合が増 えてい る。

また,産 業相互間でみ ると,48年 に 比べ同一産業 あての割合が どの産業に

おいて も減少 しているのが大 きな特色 とな ってい る。

(3)内 容別 利用状況

郵便物を内容別 にみ ると,第2-1-4図 の とお りである。48年 には 「ダイ

レク トメール」と 「金 銭関係 」がそれぞ れ約19%で 上 位 を 占めていたが,51

年 調 査では 「金銭関係」が大 幅に増 加 し,全 体 の約4分 の1を 占め るに至っ

た。 このため 「ダイ レク トメール」「雑誌 ・書籍」「物品」を除 き,そ の他の

内容 の割合はすべ て48年 に比べ 低下 した。

差 出人別に分けてみ ると,私 人差 出 しで多い もの とし て は,「 消息 ・各種

あいさつ」(普 通通常郵便物全体 の9,1%)を 筆頭 に,「 行事会合 案内」(同3.4

%),「 金 銭関係」(同2.6%)な どが続 いて いる。 事業所 差出 しでは,「 金銭

関係」が48年 の17.5%か ら21.9%へ と大幅に増 加 し,「 ダイ レク トメール」

をぬいて第1位 となってい る。

第2-1-4図 普通通常郵便物の内容別差出割合
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(4)形 状別利用状況

郵便物を形状別に分けてみ ると,第2-1-5図 の とお りとな ってい る。は

が きの差出割合が29,2%か ら37.1%に 増 加 し,反 対 に封筒が58.1%か ら53.8

%へ,帯 封等が12.7%か ら9.1%へ 減 少 した。その結 果封筒 とはが きの比が
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2:1か ら3:2へ 変 化 した。

利用内容 としては,封 筒では 「金銭関 係」「その他の業務用通信」「ダイ レ

ク トメール」が上位を 占めてい る。48年 と比ぺ ると,封 筒全体 の差 出割合が

減少 しているなか で 「金銭関係」(普 通通常郵便物全体で12.2%か ら15.0%

に 増 加)と 「雑誌 ・書籍」(同2,2%か ら2.6%に 増 加)だ けは増え てい る。

はが きでは,「 ダイ レクトメール」「金銭関係」「行事会合 案内」が 上位 を 占

めてい る。 はが きの全体的な割合の増加 の中 で,特 に 「金銭関係」 と 「ダイ

レクトメール」の伸びが著 しい。更 に 「ダイ レク トメール」につい ては封筒

での利用の減少 と考 えあわせ ると,封 筒利用か らはが き利 用へ の転換が図 ら

れた ことが うかがわれ る。

第2-1-5図 普通通常郵便物の形状別内容別利用状況(単 位:%)
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案務
巾込

新μ門

論

享斤日

、島

12.7

多の他18〔M .1[

グイ レク トノー ル1.3〔104}

慰芝 爵露 月{8η

9.1

その12ヒ2{135}

グ ゴレクトノー レO斜7勃

誰 こ【町隠12「 】351

37.1

その他05〔L3}

案務用2.7{73}

巾込3`「g21

(注)()内 の数字は 「封筒」「はがき」「帯封等」それぞれ100

%と した場合のもの。小数点以下第2位 までの数値によ

り算出した。
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3郵 便物の地域間交流状況

全国で差 し出 され た郵便物は,ど こに あてられ ているのだろ うか。郵政省

では3年 ごとに郵便物の あて地 別調査 を行 ってお り,最 近では51年10月 に調

査 した。 これに よると,我 が国の郵便物の地域 間交流状況はおおむね次の よ

うな傾 向を示 してい る。

(1)引 受 郵便物の 自府 県あて割合

ア.郵 便物全体では,そ の60.7%が 引 き受け られ た都道 府県(以 下 「府県」

とい う。)内 で配達 され,し か も その うちの約3分 の1は 引 き受 け られ

た郵便局(自 局区内)で 配達 され てい る。

また,自 府県 あての割合を過 去の調査結果 と比較 してみ ると,徐 々に

では あるが増大す る傾 向にあ り,郵 便物は 比較的近距離 にあて られたも

のが多い といえ る(第2-1-6図 参 照)。

第2-1-6図 自府県及び自局区内あて郵便物数の割合(郵 便物全体)

自府県あて51・8%他 府県あて
36年度
目局区内 その他あて48 .2%あて152%366%

、

自府県あて53・5%他 府県あて
39年度 その他あて46

.5%36
.4%

、

42年 度 他 府 県,あ て

その他 あて43.3%
38.0%

他 府 県 あ て45年度

その他 あて42、9%
あて四2%37.9%

48年度

51年度

他府 県 あて

40.5%

他 府 県 あ て

39.3%
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自府県及び自局区内あて郵便物数の割合(郵 便物の種類別)

郵 便 物 の 種 類
自局区内あ

ての割合

体

物

種

外

種

常

常

慧

蕪

通

郵

定

種

種

速

便

常

で

三

通

留

郵

第

第

第

普

書

通

%
20.1

20.4

23.2

9.8

13.2

2.7

6.6

自府県内(含
自局区内)あ
ての割合

他府県あて

の割合

%
60.7

61.5

66.1

48.7

46.6

31.i

43.7

%
39.3

38.5

33.9

51.3

53.4

68.9

56,3

合 計

物

包

包

便

小

小

郵

達

達

包

速非

速

小

%
100.O

lOO.O

lOO.0

100.O

lOO.Q

lOO.O

lOO.O

1,l

l.2

0.4

21.2

22.6

13.5

78.8

77.4

86,5

100.0

100.O

lOO.0

しか し,種 類別にみ ると,第2-1-7表 に示す とお り必ず しも同 じよ

うな傾 向を示 してはいない。 特に,普 通速達通常,小 包については,自

府県内あての割合がかな り低 く,ま た,自 局区内あての割合が極端に低

いのが 目立 ってい る。

イ.各 府 県ごとに 自府県あての割合をみ ると,大 都市 のある府県及びその

近接府 県は総 じて低い割合を示 し,そ の他の府県は高 い傾 向に ある。 こ

の傾向は過去の調査で もほぼ同様 である。

全国平均 よ り低い府県は,東 京(自 府県 あての割合47.5%),奈 良(同

50.2%),大 阪(同51.9%),京 都(同52.4%),山 梨(同53.2%),佐 賀

(同54.7%),宮 城(同57.6%),広 島(同58.0%),栃 木(同60.1%)

の9府 県である。

(2)他 府 県あて郵 便物 の交流状況

(1)で述 べた よ うに,引 受郵便物 のあて地 及び配達郵便物の引受地 は 自府県

が約6割 に達 してい るが,自 府県以外についてみ ると,次 の とお り,あ て地,
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第2-1-8表 他府県あて郵便物の第1順 位府県の推移

試36 39 42 45 48 51

東 京 都 あ て
28府 県28府 県32府 県38府 県38府 県37府 県

(下記以外)(下 記以外)(下 記以外)(下 記以外)(下 記以外)(下 記以外)

大 阪 府 あ て

11府 県

滋 賀,京 都,

兵 庫,奈 良,和

歌 山,鳥取
,岡 山,

徳 島,香 川

愛 媛,高 知

11府 県

同 左

7府 県

滋賀,京都,
兵 庫,奈 良,和
歌山,徳島
,香 川

4府 県

京都,兵 庫,
奈 良,和 歌
山

5府 県

滋賀,京 都,
兵庫,奈 良,和
歌山

5府 県

滋賀,京 都,
兵庫,奈 良,和
歌山

神奈川 県あて 東 京 東 京 東 京 東 京 東 京 東景搾暑知

愛 知 県 あ て 岐孟墜 重轟 墜 重轟 隆 重 岐 阜 岐 阜 岐 阜

兵 庫 県 あ て 大 阪 大 阪 大 阪

愛 媛 県 あ て 香 川

佐 賀 県 あ て 長 崎

3府 県4府 県3府 県
福 岡 県 あ て 佐賀,熊 本,佐 賀,長 崎,佐 賀,長 崎,佐 賀 佐 賀 佐 賀

大分 熊本,大 分大分

引受地ともに東京都が大きなウェイ トを占めている。

ア.引 受郵便物の他府県あての第一順位は,第2-1-8表 に示すとお りと

なっている。すなわち東京都あてが第一順位 となっている府県は37府県

に達 してお り,東 京あてが第一順位とならなかった府県でも第二順位は

いずれも東京あてとなってお り,東 京都のウェイ トがいかに大 きいかを

うかが うことができる。

第二,第 三順位には,大 阪府及び各府県の近接府県があげられる。

イ・配達郵便物の自府県以外の引受地をみると,東 京都が第一順位を占め

る府県が41府 県にも達 し,東 京都のウェイ トが更に高いのが 目立ってい

る。
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第2-1-9表 「東京都から他府県へ」及び 「他府県から東京都あて」の

郵便物数の推移(郵 便物全体)

＼ 区別 全 国
引受物数

年度 ＼ ①

6

9

2

5

8

1

3

3

4

4

4

5

千 通

17,571

21,290

24,283

27,422

32,238

31,015

東京都から他府県へ 他府県から東京都あて

物 数

②

千 通

2,767

3,294

3,611

4,406

5,416

4,803

全国に対

する割合

②/①XlOO

%
15.7

15.5

14.9

16.1

16,8

15.4

全国に対 東京からの

物 数 す・割合 騒 答対す

③1③/① ×10亀③/② ×100

%%千 通

996

1,586

1,759

2,053

2,141

1,964

5,7

7.4

7.2

7.5

6.6

6.3

36,0

48.1

48.7

46.6

39.5

40.8

(注)1.物 数は1日 の物数である。

2.「 東京都からの郵便物」及び 「東京都あての郵便物」に は,東 京都内相

互間の郵便物は含まない。

特 に,埼 玉県は 自県引受け(配 達郵便物の41.1%)よ りも東京 都引受

け(同44.4%)の 方 が多い ことが注 目され る。 また,神 奈川県及び千葉

県で も配達郵便物の約40%が 東 京都か ら送 られている。

第二順位以下については,ア と同様の傾向を示 して いる。

この よ うに,東 京都の ウェイ トが大 きい ことは,更 に第2-1-9表 か

らも知 ることがで きる。

(3)引 受 郵便物 に対す る配達郵便物の割合(配 達比率)

ア,郵 便物全体 につ いて,府 県 ごとに引受物数に対す る配達物 数 の 割 合

(以下 「配達比率」とい う)を み ると,東 京(配 達比率69.0%),大 阪

(同77.6%),広 島(同88.4%),宮 城(同91,7%)及 び 奈良(同96,2%)

の5府 県は,配 達 よ り引受けが多 く,そ の他 の府県はすべ て逆 に引受け

よ り配達が多 くなっている。

イ.郵 便物の種類別に,府 県ごとの配達比率をみ ると,種 類に よ り異なっ

た様相をみせてい る(第2-1-10表 ～ 第2-1-12表 参 照)。



第2-1-10図 郵便物数の府県別シェア及び配達比率(通 常郵便物)
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第2-1-11図 郵便物数の府県別シェア及び配達比率(小 包郵便物)
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第2-1-12図 郵便物数の府県別シェア及び配達比率(第 三種郵便物 ・第四種郵便物)
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郵便物 全体 に占め るシ ェアが高い通常郵便物では,郵 便物全体にみた

と同様東京,大 阪,広 島,宮 城,奈 良の5府 県が100%を 割 ってい るの

に対 し,小 包郵便物 では,長 野,東 京,京 都,愛 知,岐 阜 の5府 県 が

100%を 割 ってい る。

また,第 三種郵便物 ・第 四種郵便物では,東 京,奈 良,広 島の3府 県

が配達 より引受けが多 くな ってお り,配 達比 率が そ れ ぞ れ,30.9%,

31.6%,34.1%と 極 端に低 くなってい るのが注 目され る。

第3節 郵便事業の現状

1郵 便 局 等

(1)郵 便 局

51年度末現在の郵便局(簡 易郵便局を含む。)数を,50年 度末現在のそれ

と比較すると,第2-1-13表 のとお りである。

郵便局(簡 易郵便局を含む。)の数は,前 年度末現在に比べ161局 増加 して

いるが,こ れは利用者サービスの向上を図るために集配普通局4局,無 集配

特定局86局 及び簡易郵便局96局 の新設が行われたこと等によるものである。

第2-1-13表 郵 便 局 数 の 推 移

区 別

50年 度 末

51年 度 末

対前年度末
増 △減 数

総 計

22,043

22,204

161

普 通 郵 便 局

十
二
=
口

1,125

1,146

21

集

配

局

1,062

1,082

20

郵

便

局

船

舶

内

郵

便

局

鉄

道

集

中

局

無
集
配
局

2

3

1

∠
.

4

4
.

4
.

0

4

4

0

特定郵便局

計

17,0203

17,0853

650

集

配

局

4,690

4,668

△22

無
集
配
局

12,330

12,417

87

簡
易
郵
便
局

3,898

3,973

75

(2)郵 便 局舎の改善

51年 度末現在におけ る普 通郵便局 の局舎総面 積は,298万6,119㎡ で あ り,
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51年度においては,50年 度に比べ,7万4,417㎡ の局舎面積の増加が図られ

た。

最近5年 間における普通郵便局の局舎面積の増加 と,普 通郵便局の定員の

増加を比較すると,第2-1-14表 のとお りである。これに よると・47年 度末

を100と した場合,51年 度末では定員は106で あるが,局 舎面積は121で あり・

局舎面積の増加が定員の増加を上回っている。このように総体 として普通郵

便局の局舎事情は,次 第に好転してきているといえるが,個 別的にみると,

主として大都市及びその周辺部に改善を要する局舎がなお存在している。ま

た年末年始において,多 量に差し出される贈答用小包や年賀はがきを処理す

るために要する仮設局舎の建設等の状況は,第2-1-14表 のとお りで あ る

が,都 市部における用地の確保難等もあり,仮 設局舎の建設に当たって困難

な条件が付加されるようになってきている。普通郵便局の局舎については,

今後とも郵便物を効率的かつ円滑に処理 し,時 代の進展に対応 した郵便サー

ビスを確保 してい くため,引 き続きその改善を図っていくことが必要な状況

にある。なお特定郵便局の局舎についても,51年 度において433局 の改善が

実施された。

第2-1-14表 年度別普通郵便局局舎状況

＼ 区別
　

年
度 ＼

47

48

49

50

51

全国普通

郵便局総

局 数

局

1,094

1,103

1,115

1,121

1,142

指数
100

101

102

102

104

全国普通郵便

局局舎総面積

㎡

2,468,082

2,611,803

2,758,127

2,911,702

2,986,119

指 数
100

106

ll2

ll8

121

便
当
均

郵
局
平

通
1
り
積

普
局
た
面

郵
局
善
数

通
局
改

普
便
舎
局

局
35

66

53

21

41

㎡

2,256

2,368

2,474

2,597

2,615

指 数
100

105

llo

ll5

116

年末年始郵便(参 考)

欝 難 鶏 全国普麟
舎等総面積 便局総定員

㎡

139,012

149,987

148,457

155,785

162,493

指 数
100

108

107

112

117

人

140,533

143,147

145,253

147,530

148,502

指 数
lOO

102

103

105

106

(注)船 舶局3及 び昭和基地内局は含んでいない。

(3)郵 便切手類売 りさばき所及び印紙売 りさばき所

郵便切手類売 りさばき所及び印紙売 りさぽき所は,郵 便局の補助的施設と
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して,郵 便切手類及び印紙の売 りさぽ ぎ業務を行ってい る。

51年 度末における全 国の売 りさば き所は,10万8,337か 所 とな ってい る。

2集 配 施 設

(1)取 集 サ ービス

ポス トの設 置数は,51年 度 末で13万7,164本 とな っているが,同 年度中に

大都市やその近郊 な ど,地 況の発展の著 しいところを中心 に,1,542本 増 設

した。その普及状況は,51年 度 末でみ ると1本 当た り人 口824人,1本 当 た

り面積2.8km2で あ り,他 方諸外国の普及状況 と比較 してみれぽ,第2-1-

15表 にみ られ るとお り,お おむね同程度 となっている。

第2-1-15表 国別郵便ポス ト普及状況

(1974年 度)

＼ 区 別
モ
モ

国 別 、＼

日 本

イ タ リ ア

米 国

フ ラ ン ス

英 国

西 独

郵便ポス ト数

本

135,271

54,342

366,707

146,300

100,000

109,063

互本当た り人口

人

815

1,024

571

360

563

569

1本 当た り面積

km2

2.8

5,5

25.6

4.4

2,3

2.3

(注)1.UPU郵 便業務統計表による。

2.米 国は1973年 度 の資料による。

一方 ,都 市 内に設置 され てい るポス トにつ いては,最 近 の交通 規 制 の 強

化,交 通難の激化に伴い,取 集作業時間の延伸を来 し,あ るいは ポス トの移

転等を必要 とす るものが増加 してい るな ど,取 集作業が困難になって きてい

る。

ポス トか らの取集度数 は,郵 便物の多少に よ り1日1度 か ら5度 までの間

で設定 しているが,前 述の状況に より取集便か ら運送便へ の接続が不安定 に



一92一 第2部 各 論

なっていること,ま た,差 出状況に対応 した取集便とすることなど・取集便

を再編成 し,安 定的かつ効果的な取集サービスを確保するよう検討する必要

がある。

(2)配 達サービス

ア.配 達区及び配達度数

配達区(1日,1人 が配達を分担する区画)は,51年 度末現在4万9,557

区であ り,同 年度中に,発 展す る大都市及びその周辺を中心に総体で114区

増加 した。なお,過 疎過密化現象の進行に即して,人 口希薄な地域の配達区

を併合するなどして再編成 し,そ れによって減 じた区を過密地域に増区する

努力も引き続き行っている。

また,51年 度末現在の配達度数別の配達区画の現状は,第2-1-16表 のと

お り2度 以上の配達が約半数を占め て い る。 諸外国における2度 配達区域

は,お おむね ビジネス地域等ごく限られた地域となってお り,し かも配達度

数は次第に減回される傾向にある。我が国においても,配 達度数 に つ い て

は,労 働力の効率的活用を図 り,経 済的な業務運行を維持する観点から今後

検討を進めるべ き大きな課題となっている。

第2-1-16表 郵便配達区画の状況

＼ ＼＼ 区 別
＼
＼

度 数 ＼＼

達

上

配

翻

度

配度

1

2

十
昌
一"口

配 達 区

区 数 構成 割 合

区

26,684

22,873

49,557

%
53,8

46.2

100.O

配 達 箇 所

箇 所 数 陣 成齢
%
42,4

万 箇 所

1,376

1,866

3,242

57,6

100.0

(注)配 達箇所数は実際に配達を要する箇所数であって,複 数世帯が同一箇所に居

住する場合は1箇 所とする(私 書箱を除 く)。

イ.速 達 配 達

速達配達区域は,郵 便局から陸路4km以 内の地域及び4kmを 超え8km

までにあ り,か つ,速 達郵便の配達物数の多い地域とされている。51年5月
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現在では全国の世帯数の91%に 相当する3,100万 世帯が速達配達区域内とな

っている。

ウ.辺 地 集 配

郵便の集配サービスについては,辺 地に至るまで原則として毎 日各戸配達

のサービスを提供しているが,交 通が困難な地域等については,郵 便規則第

85条を適用して,年 間を通 じ,又 は期間を限って郵便局の窓口において交付

し,あ るいは郵便局長の指定す る場所に設置された集合郵便受箱,又 は,受

取人が配達区域内に指定した受取場所に配達する方法を採っている。これら

の方法により,郵 便物が交付又は配達される世帯は約1万 世 帯 で あ る。ま

た,上 記に準ずる地域についても,実 情に応 じて集配度数を減回し1日 おき

に配達するなどの方法を採っている。

(3)集 配作業環境の改善

集配作業を円滑に行 うには,そ の作業環境の与える影響は大 きい。特に都

市部においては高層ビルデ ィングの増加,交 通規制,交 通難の激化,急 速な

都市化に伴 う地番の混乱等により,次 第に集配作業環境は悪化している。し

たがって,円 滑な集配サービスを提供するには郵政省の経営努力とともに,

利用者の協力を得て作業環境の改善を図る必要がますます大きくな って い

る。これまでの施策の状況は次のとお りである。

ア.高 層 ビルデ ィング配達

都市において,大 型化 ・高層化が進む建築物に対する配達作業を効率的に

するため,36年 の郵便法及び郵便規則の改正により,3階 以上のエ レベータ

ーのない建築物については,郵 便受箱の設置を郵便の配達を受けるための条

件 とした。一方,エ レベーターのある建築物についても,集 合受箱の設置,

及び一括配達の勧奨を推進 し,こ れらについては43年7月 からは勧奨の効果

を高めるため協力老に謝礼金を交付している。

しか し,51年 度末現在,上 記エ レベーターのある建築物の うち 全 棟数 の

1。6%に 当たる約500棟(配 達箇所約2万9千 箇所)に ついては,集 合受箱設

置も,一 括配達 も行われておらず,ま た,高 層ビルディングが今後毎年増加
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してい くことが予想されることか ら,今 後とも上記施策を強力に進めていく

必要がある。

イ.郵 便受箱の設置

配達郵便物の安全保護及び配達作業の能率化を図るため,従 来から全戸に

郵便受箱を設置するよう協力を求めて きたが,51年 度末現在で全配達箇所数

約3,050万 箇所の うちの約80%に 当たる約2,447万 箇所の設置協力 が 得 られ

た。 しか し,な お多数の未設置箇所があることから,今 後とも引き続き強力

に勧奨を進めてい く必要がある。このほか,二 階建て建築物や集合住宅につ

いては,配 達作業が難渋 している実情もあ り今後集合受箱の設置を促進する

必要がある。

ウ.住 居 表 示

地番等の混乱による作業難を解消す るため,37年5月 「住居表示に関する

法律」が施行されて以来,今 目まで,郵 政省は関係機関と協力 して新住居表

示の実施促進を図るとともに,住 居表示制度実施地域に対 して,住 居番号表

示板を寄贈するなどのバ ック ・アップをしてきたところである。しかし,51

年9月 末の進ちょく率は地方自治体の実施計画数1,616万 世帯に対 して,実

施済世帯数は1,115万 世帯で実施率69%(全 世帯に対 して は33%)に すぎ

ず,か つ,最 近は実施率が伸び悩んでいる。実施困難な理由の一つに,地 方

自治体の財政事情があると思われ,郵 政省では46年度から簡易保険積立金に

よる短期融資の途を開いている。

(4)郵 便集配用機動車

外務員の労力の軽減と作業の能率化のため,集 配作業に軽四輪車,自 動二

輪車の導入を進めてきたが,51年 度末現在で全国の配備両数は軽 四 輪 車 が

3,839両,自 動二輪車が5万1,738両,計5刀5,577両 となっている。 これら

機動車の配備状況は第2-1-17表 のとお ウである。

なお,最 近における道路交通事情の悪化等から郵便外務員の交通事故の発

生は,51年 度では,5,216件 となっている。こうした状況にかんがみ外務員

に対 し安全運転意識を徹底させるとともに,運 転技術の向上を図 り,交 通事
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第2-1-17表 郵便集配作業用機動車の配備状況

95一

＼ 区別
＼ 、

年度末 ＼＼

7

8

9

0

1

4

4

4

5

5

軽 四 輪 車

3,050

3,296

3,438

3,552

3,839

両

自 動 二 輪 車

42,204

44,588

45,676

47,369

51,738

両

十
曽言
ロ

45,254

47,884

49,114

50,921

55,577

両

第2-1-18表 郵便外務員の交通事故件数

年 度 件 数

7

8

9

0

1

4

4

4

5

5

件

4,892

4,917

4,736

4,842

5,216

故を防止す るため,安 全運転技術講習会等の各種講習会,車 両の点検整備の

強化等交通事故防止対策に力を入れている(第2-1-18表 参照)。

(5)集 配作業の外部委託

ア.取 集 関 係

大都市を中心に,中 都市以上に所在する郵便局の取集作業の効率化を図る

ため,51年 度末で全国の集配普通郵便局1,082局 のうち235局 において郵便

専用自動車による郵便物の取集作業を運送業者に委託 している。

イ,小 包配達関係

都市における労働力の確保難に対処するため,45年 から小包配達の外部委

託を試行してきたが,51年 度末現在の委託区数は422区 である。

ウ.辺 地 ・離島の集配関係

辺地 ・離島においては,取 扱物数が僅少であり,地 況 ・交通事情等の関係
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で職員が郵便局から直接集配す ることが困難な場合があるので集配作業を外

部に委託している。これらの委託区は,51年 度末で1,524区 となっている。

(6)郵 便私書箱の利用状況

集配郵便局や大都市の高層 ビル内の無集配郵便局等には郵便私書箱が設置

されている。51年 度末における郵便私書箱の設置数は8万3,634個 であり,

このうち4万7,628個 が利用 されている。

3郵 便 輸 送

(1)郵 便輸送施設の現況

郵便物の輸送は,遠 距離は鉄道,航 空機を主力とし,近 距離及び大都市内

は自動車を主力にして行っている。

52年3月 末現在におけるこれら輸送施設の現況は下表のとお りで,鉄 道,

自動車,航 空機の三輸送機関で全体の延キロ程の95%を 占めている。

第2-1-19表 郵便輸送施設の現況

＼ 区別

機画 ＼ ＼
道

車

空

舶

路

動

鉄

自

航

船

道

十
菖
二
口

線 路 数

線 路

151

3,482

57

153

2,661

6,504

構成比

%
2

4

1

2

1

5

4

100

単キロ程

km

25,631

61,955

37,571

17,391

3,502

146,050

構成比

%
8

2

6

2

2

1

4

2

1

100

1日 延 キ ロ程

km
249,035

237,087

158,333

24,002

10,172

678,629

構成比

%
7

p◎

3

」4

1

3

〔0

2

100

(注)道 路とは自動二輪車,自 転車,徒 歩等による輸送をいう。

(2)郵 便輸送施設の推移

郵便輸送施設の推移をみると第2-1-20表 のとお り自動車,航 空の施設が

大幅に増加 している。 これは,国 鉄 ・民鉄の合理化推進により,郵 便輸送に

適 さなくなった線路がでてきた反面道路状況が改善されるなどのため,自 動

車輸送に切 り替えられたこと,ま た,航 空便が大幅に開設されたことによる
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第2-1-20表 郵便輸送施設の変遷(1日 当た り延ベキロ程)

(単位:km)

＼ 区別＼
、 計 鉄 道

年度末 ＼
自 動 車 航 空 船 舶 道 路

40

45

51

452,122
(100)

535,795
(119)

678,629
(150)

(100)

197,771
(ll6)

249,035
(147)

1
169,7711156,72284,。16

1

且89,850

(121)

237,087

(151)

(100)(100)

ll1,380
(133)

158,333
(189)

17,909
(100)

17,927
(100)

24,002
(134)

23,704
(lQO)

18,867
(80)

10,172
(43)

(注)1.()内 は40年 度 末 を100と した 指 数 で あ る。

2.「 道 路 」 欄 は,自 動 二 輪 車,自 転 車,徒 歩 等 に よる輸 送 で あ る。

ものである。

(3)郵 便 輸送施設の開廃

51年 度 におけ る郵便輸送 施設 の開廃については,鉄 道輸送の佐賀 一唐津線

(51.4.1)米 沢 ・坂町線(51.11.1)を 廃止 し自動車輸送 に切 り替え,ま た,

航 空郵便線路は東京 ・宇部線 の開設(51.9.1)を 行 った。

4郵 便作業の機械化

郵便作業の機械化を推進するためこれまでに東京,大 阪両都市に集中処理

局を建設するほか,全 国の主要郵便局に郵便番号自動読取区分機,郵 便物自

動選別取 りそろえ押印機,小 包区分装置,配 達証作成機,局 内搬送機器等の

各種機械の配備を行ってきた。

(1)主 要機械の配備状況

51年度においても,引 き続き各種機械類の配備を行った。その結果51年 度

末における配備現況は次のとお りであり,過 去5年 にわたる配備状況の推移

は,第2-1-22表 のとお りである。

(2)機 械の改良及び開発

51年度においても機械の性能向上,機 能の拡大及び機械の小型化に努めて

きた。



一98一 第2部 各 論

第2-1-21表 主要郵便機械配備現況

(昭和51年 度末)

機 械 名 局数 台数 備 考

郵 便番 号 自動読 取 区 分 機

郵便物自動選別取りそろえ押印機

選別台付自動取りそろえ押印機

小 包 区 分 装 置

68

88

37

16

99

106

37

47

うち42局 の54台 は郵便物の選別か
ら取 りそろえ,押 印,区 分までを
一貫 して自動処理する連動システ

ムとなっている。

回転式,パ ソコソベヤ式,斜 行ベ
ル ト式

第2-1-22表 主要郵便機械配備状況の推移

(単位:台)

二 二=一__」 鞭 末
機 械 名 一_

郵 便番 号 自動 読 取 区 分 機

郵便物自動選別取りそろえ押印機

選別台付自動取りそろえ押印機

小 包 区 分 装 置

47

1

円1

7

7

42

48

81

91

45

49

88

100

6

46

50

59

601

1

7

2

4

51

99

106

37

47

郵便番号自動読取区分機については,手 書番号のほか活字印刷による番号

も読取るなどの機能を付加 した機械を開発 した。また中規模局向けに開発 し

た選別台付自動取 りそろえ押印機の配備を拡充 している。更に卓上型の書留

郵便物配達証作成機を実用に供するとともに,郵 便窓 口引受用セルフサービ

ス機については,渋 谷局に引き続き東京中央局及び中野局においても実用実

験を行っている。

(3)機 械か動効率の向上

郵便作業の機械化は,郵 便番号制等に対する利用者の協力に より比較的短

時日の間に成果をあげることができたが,今 後は,新 分野の機械化なかんず

く中小規模局に適 した簡易かつ小型の機械の開発に努める一方,既 存の機械

の効率的使用について十分配意 してい くことが必要である。このため機械運
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用体制を更に充実するほか,郵 便番号の記載率向上及びその適正な記載等に

ついて,な お一層利用者の協力を仰 ぐとともに,機 械処理物数の増大を図る

方策を検討し進めていくこととしている。

5要 員

51年 度 の郵便事業定 員は総人員13万5,689人 で,前 年度 と比較す ると1,302

人 増加 してい る。

都市 化の進展 とともに大都市 及びその周辺部において特に郵便物 が増加 し

増員のほとんどは これ らの地域 に充 てられてい る。

最近10年 間の郵便物数の増加 と定員の伸びを比較す ると第2-1-23表 の と

お りである。 これに よると,41年 度 を100と した場合,51年 度 においては郵

便物数は133,定 員 は116で あ って,郵 便物数が増加 したほ どには定 員は増加

していない。

これは,集 配運送 施設 の改善,作 業の機械化,合 理化等を進めて,要 員の

節減を図 る努力を してい ることな どに よるためで ある。

第2-1-23表 郵便物数と郵便事業定員の推移

＼ 年 度
＼ 、

区 別 ＼一_

定 員

郵 便 物 数

41

人

116,780

(100)

9,812

(100)

46

人

127,978

(110)

12,286

(125)

51

人

135,689

(116)

13,023

(133)

(注)()内 は41年 度 を100と した指 数 であ る。

郵便の取扱事務量は,日 又は月により極めて波動性が大 きいが,こ れにつ

いては職員の時間外労働あるいは臨時職員の雇用により対処している。

なお,51年 度において職員の時間外労働は延べ1,945万 時間,臨 時職員の

雇用は延べ358万 人に達 している。
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6郵 便事業の財政

最近における郵便事業の収支状況は,第2-1-24表 のとお りである。

郵便事業は,人 力依存の度合が極めて高 く業務運営に必要な経i費の中で,

人件費関係の経費がほとんどを占めている。

近年における人件費の高騰は,郵 便事業財政を著 しく圧迫 し,郵 便事業運

営費の伸びは,各 種の制度改正,機 械化,作 業の効率化について企業努力を

はらってきたに もかかわらず第2-1-25図 のとお り,郵 便事業収入の伸びを

上回る傾向にあった。

第2-1-24表 郵便事業の収支状況

(単位:億 円)

区 別

収 入

郵便業務収入

その他雑収入

支 出

人 件 費

物 件 費

収 支 差 額

46年 度

決 算

2,946

2,742

204

3,038

2,193

845

△92

47年 度

決 算

3,599

3,321

278

3,564

2,583

981

35

48年 度

決 算

3,814

3,490

324

4,064

2,927

1,137

△250

49年 度

決 算

4,183

3,793

390

5,430

4,039

1,391

△1,247

50年 度

決 算

4,947

4,495

452

6,266

4,560

1,706

△1,319

51年 度

予 算 決 算

7,574

7,133

441

7,574

5,24工

2,333

0

7,615

7,065

550

7,014

4,968

2,046

601

ことに48年 のいわゆ る石油危機以降,物 価 と人件費は急騰し,事 業財政は

一挙に破たんに陥 り
,49年 度に郵便料金の改定の必要が生 じた。しかしなが

ら,そ の実施は51年1月 となったため,49年 度から50年度までの間に生 じた

多額の赤字はなおそのまま51年度に繰 り越されることとなった。

51年度予算は,前 記の料金改定により,過 去年度の業務運営費財源借入金

2,475億 円 を減少させるには至 らないものの,単 年度収支としては,4年 度

ぶ りに歳入 一歳出が均衡す るものとして編成 された。
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第2-1-26表 郵政事業の人件費上昇率及び給与べ一スの推移

＼ 区別
年度 ＼

6

7

8

9

0

1

4

4

4

4

5

5

人 件 費 上 昇 率

仲鍛 定1定 昇 計

%

11.62

10.55

14.68

26.63

正1.76

6.47

%

2。8

2.7

2.5

2.4

2.3

2,2

%
14.75

13.53

17.55

29.67

14.33

8.81

給 与 ベ ー ス

月 剰 指 数

円

70,473

79,010

92,863

120,292

136,465

146,627

LOO

i12

132

171

194

208

(参 考)
人事院勧告
(定昇を除く)

%
ll.74

10.68

15.39

29.64

10.85

6.94

7外 国 郵 便

(1)外 国郵 便物数 の動 向

ア.概 況

51年 度 の外 国郵便物数は,第2-1-27表 の とお りであ る。 これを対 前年度

比 でみ ると,外 国 あての ものについては,航 空郵便物 は,6.9%の 増加 であ

った のに対 し,船 便郵便物は11,2%の 減 であ り,外 国あて郵便物全体 として

は3.7%の 増 加 であった。

第2-1-27表51年 度の外国郵便物数

(単位:千 通(個))

区 別
外 国 あ て

通 常 小 包

外 国 来

通 常1小 包

航 空 便 78,589 1,257 77・1721 647

船 便 13,718 745 33,778 724

十
二
=
口 92,307 2,002 11・95・1 1,371

一方
,外 国来郵便物数は,対 前年度比 でみれば,航 空郵便物は,3.3%の

増 加 であったが,船 便郵便物は1.9%の 減 少 であ り,外 国来郵便物全体 とし

ては1.0%の 増 加 であった。
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次 に,外 国あてと外 国来の郵便物を比較 してみ ると,通 常郵便物 につ いて

は外国来の ものが外 国あて のもの よ り多 く,小 包郵便物にあ っては外 国あて

の ものが外国来 の ものよ り多い。

イ.航 空便 船便 別の利用動 向

この10年 間におけ る外国あて通常郵便物の動 きをみ ると,10年 前 に比べて

航空便が32.5%増 加 しているのに対 して船便 は45.2%減 少 してお り,航 空便

と船便の物数 比は,41年 度 において航空便70に 対 して船便30で あったのが51

年 度では85:15と な っている。

また,小 包郵便物については41:59で あ ったのが,63:37と 逆 転 して い

る。

一方,外 国か ら到着す る郵便物については,10年 前 に比べて通常郵便物で

航空便が35.5%増 加 しているのに対 して船便は4.1%減 少 してお り,航 空便

と船便の利用比は,41年 度 において61:39で あ ったのが,51年 度 では,70:

30と 格 差を広げてい る。

小包郵便物については41年 度 は31:69と 船 便が断然優位に立 っ て い た の

が,51年 度 では47:53と そ の格差が縮 まって きている。

この ことは,外 国郵便の利用形態が船便か ら航 空便 に移行 してい るこ とを

示 している(第2-1-28図 ～第2-1-31図 参 照)。

第2-1-28図 年度別外国あて通常郵便物数

1

千
万
通

4142434445464748495051

年 度
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第2-1-29図
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第2-1-30図 年度別外国来通常郵便物数

2

1

千
万
通

4142434445464748495051

年度

(2)外 国郵便 の地域別交流状況

51年 度 の調査に よれ ば,外 国 あて郵便物 中,通 常郵便物 につ いては アジア

が前年度 よ り0.3%増 え て29.5%と な り第1位 を 占めた。第2位 は0.8%増

え た ヨー ロッパ であったが,前 年度第1位 の北 米は,前 年度 よ り2.8%減 っ
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て第3位 とな った。 このほか 中南米については,前 年度の7.3%が8.9%と 伸

びてお り注 目され る。

また,小 包郵便物については,北 米が0.9%減 とな った ものの依然 と して

第1位 を 占め,続 いて29,9%(対 前 年度比0.7%増)の ア ジア,21.0%(前

年 度と同率)の ヨー ロッパが続いている。

一方
,外 国か ら到着す る郵便物については,北 米か らの郵 便物が最 も多 く

第1位 を占めているが,特 に小包郵便物は,44.2%と 圧倒的 に多い。第2位

は通常郵便物 の場合は ヨーロッパ.小 包郵便物の場 合は,ア ジアとな ってお

り,第1位 と第2位 をそれぞれ合計す ると通常郵便物 で70.5%,小 包 郵便物

で67.6弩 が これ らの地域 で占め られてい る(第2-1-32図 参 照) 。

(3)外 国 通常郵便物の種類別利用状況

航空郵便物についてみ ると,外 国あて及 び外 国来 とも書状の利 用が最 も多

く,そ れぞれ航空郵便物全体の70%を 占め ているが,こ れに対 して船便郵便

物では 印刷物の利用 が断然多 く,外 国あて及び外国来 とも船便郵便物全体 の

90%を 越 えている(第2-1-33図 参照)。
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第2-1-32図 本邦発着外国郵便物の地域別構成
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